












































































































































































































































（18）　「難病特別推進事業について」（平成10年 4 月 9 日健医発第635号都道府県知事、政令市長、特
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するという提言（現時点では「クラウドワーカー」は含まれていない）である
（以下、「新災害補償保険方式」という）。両者の提言の主な違いは、加入方式
と保険料負担にある。「特別加入範囲拡大方式」の特徴は、①任意加入、②委
託型就業者保険料全額負担、③団体加入を特徴とする。一方の「新災害補償保
険方式」は、①強制加入、②保険料委託者受託者折半③個人加入を特徴とす
る（27）。
　また、「新災害補償保険方式」の立場から、一回限りの単発契約は、本体と
別枠で特別な加入制度を設け、任意加入、かつ、加入者保険料全額負担で補償
すべきであるとの提言がなされている（28）。
Ⅵ．おわりに
　「クラウドソーシング」は、移動困難な難病者にとって場所的・時間的に拘
束されない働き方であるため、極めて有用な働き方である。しかしながら、現
行では、労働法の保護から漏れる「クラウドワーカー」をめぐっての法的議論
は緒についたばかりである。そのような状況であるにもかかわらず、本稿で
は、敢えて、「在宅障害者就業支援制度」の実効化の確保のための具体的手段
として、「クラウドソーシング」活用の試論を提示した。それは、難病者の就
業が、単に、所得確保だけにとどまるものではなく、自己実現という大きな意
義をも有しているからである。
　今後、在宅就業を可能とする「クラウドソーシング」という新しい働き方の
法的議論が高まる中で、「在宅障害者就業支援制度」の議論が浮上することを
期待したい。
 ―たなか　けんいち・東洋大学非常勤講師―
（27）　田中建一「委託型就業者の災害補償」日本労働法学会誌2017年33頁以下。
（28）　有田謙司「第10章安全衛生・労災補償の法政策と法理論」日本労働法学会編『講座労働法の再
生第 3 巻労働条件の課題』（日本評論社、2017年）223頁。
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